  繊維・衣服等卸売業

平成20年秋からの小売店や専門店などにおける販売の急速な減少を受け、繊維・衣服等卸売業界でも販売の急落が続いている。取り扱う商品や販売先によって多少の違いはあるが、売上は前年同期比で１～２割台の減少が続く。このため、仕入減や在庫処分により積極的な在庫調整に取り組んでいる状況にある。21年5月に入ってからは、新型インフルエンザ流行にともなう商談取り止めなどで販売不振の影響を被る企業もみられた。

業界の概要

繊維・衣服産業は、原糸・原綿の生産から、紡績、織・編、染色などの加工による中間製品の生産、縫製による最終製品の生産、そして小売という「川上」から「川中」、そして「川下」の流れをもち、その過程において繊維・衣服卸売業の企業が存在する。

繊維・衣服を取り扱う卸売業には、総合商社、専門商社、問屋などの業態がある。戦後まもなく、中央区の船場界隈には繊維問屋街が形成されたが、流通経路の短縮化の進展や、川上・川中における生産、加工機能の中国などへの流出により、90年代以降、小規模な繊維問屋などは構造的不況に直面している。

大阪の地位

平成19年における大阪府の繊維・衣服等卸売業の事業所数は4,802、従業者数は58,980人、年間商品販売額は４兆7,188億円（経済産業省『商業統計表（産業編）』）で、対全国比はそれぞれ、19.2％、22.0％、28.4％であり、依然として大阪の地位は高い。
商品販売額は減少が続く

20年秋から、百貨店や量販店などの小売店や専門店において、繊維・衣服製品の販売が急速に減少している。それを受け、繊維・衣服等卸売業界でも減少傾向が続いている。取り扱っている商品や販売先など、その業態によって多少の違いはあるものの、業界において売上は前年同期比で１～２割台の減少が続く。このようななか、仕入を減少させ、在庫処分を進めることで、積極的な在庫調整に取り組んでいる状況にある。

また、21年５月に入ってからは、新型インフルエンザが関西で流行したことによって、小売でも関西への出張を自粛する動きが生じ、卸問屋街への来訪者が減少するなどのマイナスの影響を被った企業もある。

繊維・衣服製品は買い手市場である上に、低価格志向がこの不況でさらに強まっているため、単価上昇はなく収益は売上と同じかそれ以上のペースで低下している。

不況で消費マインドが低下しているなか、新商品開発においても価格を抑えた商品を企画し、製造をメーカーに依頼している。展示会では低価格品コーナーを特設している企業も見受けられた。

為替相場の影響

仕入先が海外に強く依存している繊維・衣服等卸売業界では、円高差益によってプラスの影響を受ける企業もある一方で、為替変動リスクをヘッジする金融商品である通貨オプションを銀行と契約している企業は、その恩恵をあまり受けていない。

設備投資は低調
繊維・衣服等卸売業界にとっての設備投資は、主に配送センターや事務所の新設・改装などであるが、この不況下で目立った投資は行なわれていない。

雇用維持に努力

採用については、欠員補充の採用にとどめている企業が多い。給与はベースアップは行なったという企業が多い。また、賞与についても、６月分は支給しているところが多い。このように、今のところ、本格的なリストラは行なっていないが、企業によっては雇用の維持が限界の状況にある。

今後の見通し

積み上がった在庫の調整は、もう数カ月続く見込みであり、景気の見通しがたたない状況にある。このまま不況が長引けば、人件費や施設費のリストラに着手せざるをえないという声が多い。

また、例年６月頃から、単価の高い冬物を準備する時期だが、最近は暖冬続きで需要量が読めない。

卸集散地での前売現金問屋などの企業では、構造的不況への根本的対応が必要となっている。今までは、小売進出でカバーしてきたが、ＳＰＡや海外商品の台頭で、卸売業が得意とする価格面での有利さも保てなくなっている状況にある。一方、専門商社では、積極的な海外進出を考えているところもある。

　　　　　　　　　　　　　　　（小川　亮）
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箇所

全国比（%）�

人

全国比（%）�

百万円

全国比（%）�

平成 6年

8,421

(20.6)

106,106

(22.6)

8,352,645

(27.4)

     9年

7,251

(20.4)

92,679

(23.3)

7,469,451

(28.8)

    11年

7,479

(20.4)

90,461

(22.6)

7,133,119

(27.9)

    14年

6,359

(20.3)

77,160

(23.5)

6,554,040

(31.3)

    16年

5,841

(19.3)

69,732

(22.8)

5,303,253

(28.1)

    19年

4,802

(19.2)

58,980

(22.0)

4,718,781

(28.4)

資料：経済産業省『商業統計表（産業編）』
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